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１ 定住自立圏及び圏域を形成する市町の名称 

 

（１）定住自立圏の名称 

玉名圏域定住自立圏 

 

（２）圏域を形成する市町の名称 

玉名市、玉東町、和水町、南関町 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

熊本県 

荒尾市 

菊池市 
山鹿市 

合志市 

熊本市 

天草市 

上天草市 

宇土市 

阿蘇市 

玉名圏域定住自立圏 

玉東町 玉名市 

南関町 

和水町 

人吉市 

八代市 

水俣市 

宇城市 

玉名市 
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２ 圏域の概況 

 

（１）玉名圏域の概況 

① 人口 

ア 人口の推移 

2015年（平成27年）の国勢調査による玉名圏域の人口は、92,024人で、20

年前（1995年（平成7年））の同調査時の人口と比較して△11,892人、

11.4％の減少となっています。 

これは、本圏域に限らず、日本全体を見ても2008年（平成20年）から継続

した人口減少となっており、国立社会保障・人口問題研究所が公表した推計

によると、2040年（平成52年）の日本の総人口を110,919千人と推計し、

2015年と比較して△16,176千人、12.7％の減少に、また、本圏域の推計人口

は、2040年には58,455人と推計し、2015年と比較して△24,391人、29.4％の

減少で、国の減少率と比べ、顕著に人口減少の進展が現れ、三大都市圏も地

方圏も人口が減少していくという過密なき過疎の時代の到来にあり、特に地

方圏の将来は極めて厳しい状況になることが予想されています。 

また、本圏域の年齢 3 区分別の推計人口は、2010 年から 2040 年までの 30

年間で、「15 歳未満」が△4,492 人、「15 歳以上 65 歳未満」が△25,073 人、

「65 歳以上」が△1,398 人とすべての区分で減少し、人口に占める「65 歳以

上」の割合は、29.5％から 41.2％になるなど、少子高齢化がより一層進行す

ることが予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



5 

イ 人口動態 

1995 年（平成 7 年）から 2015 年（平成 27 年）にかけての自然増減数（出

生数と死亡数の差）は、1995 年（平成 7 年）の玉名市と玉東町以外、いずれ

も減少し、玉名圏域全体で見ても減少数は増大しています。同様に社会増減

数（転入者数と転出者数の差）についても、2005 年（平成 17 年）の玉東町、

2010 年（平成 22 年）の玉東町と南関町以外、いずれも減少しています。 

また、本圏域全体の自然増減数と社会増減数との合計である人口動態につ

いては、いずれも減少しています。 
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ウ 世帯数 

世帯数の経年変化をみると、玉名圏域全体では 1995 年（平成 7 年）から

2015 年（平成 27 年）までの 20 年間は増加で推移し、2,944 世帯の増となっ

ていましたが、2010 年から 2015 年の 5 年間では 103 世帯の減少となってい

ます。 

また、1 世帯当たりの人員は、1995 年から 2015 年まで減少傾向となって

いることから、核家族化が進行していることがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 産業 

ア 就業人口 

2015 年（平成 27 年）国勢調査の就業人口は、圏域全体で約 4.34 万人とな

っています。 

その構成比は、県全体と比較すると第 1次産業と第 2次産業の割合が高く、

第 3 次産業の割合が低くなっています。特に、工業団地を有する南関町にお

いて第 2 次産業の割合が他の市町よりも高くなっています。 
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イ 産業構造 

玉名圏域内総生産の県内シェアは、4.4％であり、産業別では、第 1 次産業

のシェアが 11.8％と高くなっています。 

本圏域市町における産業構造は、県全体と比較して第 1 次産業の占める割

合が高いことが特徴です。 

特に玉名市では、3 次産業の割合が高く、第 2 次産業の割合が低い傾向にあ

ります。また、南関町では第 2 次産業の割合が高く、第 1 次産業及び第 3 次

産業の構成比が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 製造業 

玉名圏域には、新幹線の駅や高速道路インターチェンジの配置など交通の

利便性もあって、規模の大きな（従業者数 300 人以上）事業所 1 件を含め、

128 件が立地しています。 

特に南関町においては、工業団地を有することから、事業所数、従業者数、

製造品出荷額が高くなっています。 
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エ 農業 

玉名圏域における農家数は、県全体と比較すると、玉名市で専業農家の占

める割合が高く、玉東町、和水町及び南関町では兼業農家の占める割合が高

い傾向となっています。（図表 7） 

また、農家数が減少する中で、経営規模が 5 ヘクタール以上の農家は増加

するなど、経営の大規模化が進んでいます。（図表 8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
<図表８　玉名圏域の経営耕地規模別農家数の状況>

うち10ha以上

H22（2010） 2,959 467 991 855 313 239 94 33

H27（2015） 2,555 404 746 780 286 216 123 36
増減 -404 -63 -245 -75 -27 -23 29 3

H22（2010） 344 36 88 101 60 46 13 2

H27（2015） 315 48 70 93 51 39 14 2
増減 -29 12 -18 -8 -9 -7 1 0

H22（2010） 998 169 417 285 64 38 25 4

H27（2015） 826 161 309 222 67 41 26 5
増減 -172 -8 -108 -63 3 3 1 1

H22（2010） 823 152 370 225 59 12 5 0

H27（2015） 664 127 276 203 34 19 5 1
増減 -159 -25 -94 -22 -25 7 0 1

H22（2010） 5,124 824 1,866 1,466 496 335 137 39

H27（2015） 4,360 740 1,401 1,298 438 315 168 44
増減 -764 -84 -465 -168 -58 -20 31 5

H22（2010） 46,480 7,394 14,138 13,785 5,690 3,635 1,838 298

H27（2015） 40,103 6,230 11,420 11,770 5,178 3,464 2,041 379
増減 -6,377 -1,164 -2,718 -2,015 -512 -171 203 81

　　出　典：農林水産省　「2010年農林業センサス」、「2015年農林業センサス」

玉東町

和水町

南関町

圏域　計

熊本県

玉名市

（単位：戸）

販売農家数
0.5ha 未満

0 .5ha 以上

1 .0ha 未満

1 .0ha 以上

2 .0ha 未満

2 .0ha 以上

3 .0ha 未満

3.0ha 以上

5.0ha 未満
5 .0ha 以上

調査年
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オ 商業 

2007 年（平成 19 年）と 2014 年（平成 26 年）を比較すると、玉名圏域の

卸売業では、事業所数で 17.6％、従業者数で 22.5％減少し、販売額も 3.8％

減少しています。また、小売業においては、事業所数で 31.8％、従業者数で

29.9％、販売額についても 21.9％と大きく減少する一方で、売場面積は 5.5％

の減少と小さいことから、個人商店等の規模が小さな店舗の減少が進んでい

ることがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

<図表９　玉名圏域の卸売業・小売業の状況>

事業所数 従業者数

年間商品

販売額 事業所数 従業者数

年間商品

販売額 売場面積

（ 人） （ 百万円） （ 人） （ 百万円） （ ㎡）

H19（2007） 131 747 31,920 698 3,918 57,914 81,956

H26（2014） 94 528 26,428 491 2,803 47,410 84,445

-37 -219 -5,492 -207 -1,115 -10,504 2,489

-28.2% -29.3% -17.2% -29.7% -28.5% -18.1% 3.0%

H19（2007） 9 45 745 58 277 4,063 5,299

H26（2014） 7 35 1,189 27 118 1,104 801

-2 -10 444 -31 -159 -2,959 -4,498

-22.2% -22.2% 59.6% -53.4% -57.4% -72.8% -84.9%

H19（2007） 11 57 1,092 120 515 5,920 7,939

H26（2014） 21 103 2,848 73 298 3,047 4,725

10 46 1,756 -47 -217 -2,873 -3,214

90.9% 80.7% 160.8% -39.2% -42.1% -48.5% -40.5%

H19（2007） 14 61 827 135 624 5,700 10,194

H26（2014） 14 39 2,806 99 520 5,890 9,610

0 -22 1,979 -36 -104 190 -584

0.0% -36.1% 239.3% -26.7% -16.7% 3.3% -5.7%

H19（2007） 165 910 34,584 1,011 5,334 73,597 105,388

H26（2014） 136 705 33,271 690 3,739 57,451 99,581

-29 -205 -1,313 -321 -1,595 -16,146 -5,807

-17.6% -22.5% -3.8% -31.8% -29.9% -21.9% -5.5%

H19（2007） 4,170 36,478 2,197,646 18,806 113,657 1,752,693 2,354,766

H26（2014） 3,509 28,221 2,052,434 12,908 84,868 1,617,477 2,232,824

-661 -8,257 -145,212 -5,898 -28,789 -135,216 -121,942

-15.9% -22.6% -6.6% -31.4% -25.3% -7.7% -5.2%

H19（2007） 4.0% 2.5% 1.6% 5.4% 4.7% 4.2% 4.5%

H26（2014） 3.9% 2.5% 1.6% 5.3% 4.4% 3.6% 4.5%

　　出　典：経済産業省　「平成19年、平成26年商業統計」

熊本県

卸 売 業 小 売 業

県内シェア

調査年

玉名市

増減

増減

増減

増減

増減

増減

南関町

和水町

玉東町

圏域　計
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カ 観光 

平成 27 年（2015 年）の観光客数の状況は、県全体で日帰り客・宿泊客と

も前年比で増加していますが、圏域においては、宿泊客は増加しているもの

の、日帰り客は小幅ながら減少しています。 

ただ、圏域では、和水町にビジネスホテルが開業したほか、玉名市や南関町

においても外国人宿泊客によるインバウンド需要の伸びが大きかったことな

どにより、県全体よりも宿泊客の増加率が大きくなっています。 
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③ 通勤通学状況 

玉名圏域の各市町に常住する 

住民が本圏域内の他市町へ通勤 

・通学している状況を見ると、 

玉東町、和水町、南関町は玉名 

市へ通勤・通学する人数が最も 

多くなっています。 

また、玉名市から南関町へ通 

勤・通学する人数が最も多く、 

次いで和水町、玉東町の順とな 

っています。 

これは、（図表 6）にあるよう 

に、事業所数による影響が顕著 

に現れていることがうかがえま 

す。 
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（２）構成市町の概況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■概要                     
 本市は県北地域の拠点都市であり、熊本都市圏と福岡都市

圏の間に位置し、有明海、菊池川、小岱山及び金峰山系の山々

など、豊かな自然による農水産物が盛んな地域へ発展してき

ました。 
1,300 余年の歴史と優秀な泉質を誇る玉名温泉や、夏目漱

石ゆかりの小天温泉をはじめ、装飾古墳など歴史文化の観光

資源を有し、山鹿、菊池との連携による広域観光エリアの拠

点としての発展も期待されます。 
市には、九州新幹線新玉名駅のほかＪＲ鹿児島本線に玉名

駅をはじめ 3 つの駅があります。さらに、九州自動車道イン

ターチェンジや長洲港と島原半島を結ぶ有明フェリーを近隣

に有するなど広域交通の便にも恵まれています。 
 

■目指すまちづくり                    
～人と自然が輝き やさしさと笑顔にあふれるまち 玉名～     
市民はもちろんのこと、市を訪れる全ての人々が、この地

の豊かな自然を舞台にして輝くまち。 
子どもから若者、お年寄りまでいろいろな世代の人が、心

やさしく元気で安心して暮らせるまち、助け合いながら住み

続けられるまち、訪れる人をあたたかくお迎えするまち。 
本市は、「人」と「自然」を大事にして、ここに暮らす人、

働く人、訪れる人が幸せになるまちづくりを目指します。 

 
  

 
HP http://www.city.tamana.lg.jp/ 
 

◇ 主要施策 
・自然と暮らしを守るふるさとづくり 
・人と文化を育む地域づくり 
・賑わいと活力ある産業づくり 
・便利で快適な都市づくり 
・健康で安心な福祉づくり 
・公平で誇りの持てる社会づくり 
・健全な行政運営 

 
 
○人口  64,966 人 

（令和元年 10 月 1 日 県推計人口調査） 
○世帯数 25,480 世帯 
（令和元年 10 月 1 日 県推計人口調査） 

○面積 152.60 ㎞２（H29.10） 
○高齢化率 32.0％（H28.10） 
○市の花 肥後花しょうぶ 
○市の木 小岱松 
○市の鳥 しらさぎ 
○主な名所 
 玉名温泉、草枕温泉てんすい、高瀬裏川水

際緑地、前田家別邸、草枕交流館、蓮華院

誕生寺奥之院、史跡「名刀同田貫跡」 蛇

ヶ谷公園、石貫ナギノ横穴群、大坊古墳、

市立歴史博物館、髙瀬蔵、鍋松原海水浴場 
○主な特産品 
 いちご、みかん、トマト、有明海苔、アサ

リ、高瀬しぼり、高瀬飴、松の雪 
○沿革 
 平成 17 年 10 月 3 日に玉名市、岱明町、

横島町、天水町の 1 市 3 町が合併、市制

施行 

主要データ 

たまなし  

玉名市 

高瀬裏川水際緑地 

草枕温泉てんすい 
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■概要                     
 本町は熊本市と玉名市の間に位置し、町中心部を九州新幹線

やＪＲ鹿児島本線、国道 208 号が平行して東西に走っていま

す。 

ＪＲ木葉駅を中心とした北側を町のシンボル事業と位置付

け、商業・文化交流施設や広場などの整備し、地理的な条件と

交通の利便性を生かした定住促進住宅用地の整備・分譲を進

めつつ、子育て支援や高齢者の生きがいづくり、住民の健康増

進などに力を入れ、暮らしやすいまちづくりを進めています。 

町の基幹産業である農業においては、温暖な気候に加え肥

沃な土壌という恵まれた環境が、みかんをはじめ数多くの農

産物を産出、なかでもスモモの一種であるハニーローザは生

産量日本一を誇り、加工品のアイスクリームは高い評価を受

けています。 

また、町内には近代日本の幕開けとなった西南戦争遺跡群

（7 か所）が点在し、平成 25 年 3 月に国史跡に指定され、高

い関心を集めています。 

 

■目指すまちづくり                     
～町民一人ひとりが誇りと愛着を持てるまちづくり～ 
①個性が光る賑わいのまちづくり（木葉駅周辺開発等）、②

暮らしと安全を守るまちづくり（防災・防犯の強化）、③“健

康”長寿のまちづくり（健康・福祉施策の充実）、④子育てし

やすい町づくり（子育て支援・教育の強化）、⑤働く喜びを実

感できるまちづくり（農商工の連携と振興）、この５つを柱と

し、町民一人ひとりがこの町に誇りと愛着を持てるまちづく

りを進めています。 

 
  

玉東町 
ぎょくとうまち  

子育て世代に人気のオレンジタウンの街並み 

日本一の栽培面積を誇るハニーローザ ハニーローザアイスクリーム 
（22年度熊本県優良新商品表彰事業金賞） 

 
 
○人 口  5,042 人 

（令和元年 10 月 1 日 県推計人口調査） 
○世帯数  1,814 世帯 
（令和元年 10 月 1 日 県推計人口調査） 

○面積 24.33 ㎞２（H29.10） 
○高齢化率 33.8％（H28.10） 
○町の花 みかんの花 
○町の木 いちょう 
○町の鳥 うぐいす 
○主な名所 吉次峠、半高山、横平山、高月・

宇蘇浦官軍墓地、年の神公園、ふれあいの

丘交流センター 
○主な特産品 みかん、なし、すいか、  

ハニーローザ（スモモ）、木葉猿 
○沿革 昭和 30 年 3 月 1 日に木葉村と山

北村が合併。昭和 42 年 4 月 1 日に町制

施行 

主要データ 

 
HP 

http://www.town.gyokuto.kumamoto.jp/ 

 
◇ 主要施策 
・木葉駅前（北側）及び周辺開発 
・吉次峠・半高山カントリーパーク整備

事業 
・各種子育て支援事業 
・教育環境の充実 
・地区サロン等介護予防事業の推進 
・農業後継者の育成 
・ハニーローザ高品質化の促進 
・県道部田見木葉線改良事業（道路拡

幅、歩道の新設）の推進 
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■概要                     
 本町は熊本県の北西部、九州の中心部に位置し、菊池川と緑

の山々に囲まれ、のどかな農村が広がる自然豊かな町です。九

州縦貫自動車道菊水インターチェンジを有し、九州新幹線新玉

名駅からも程近く、福岡・熊本都市圏、更には関西都市圏等へ

の交通アクセスに大変恵まれています。 
産業面では、物流の優位性を活かした精密機械や電装部品の

製造、九州屈指の泉質を誇る三加和温泉、豊かな自然の下で生

産される多くの農産物など、多彩な産業が営まれており、更に

は、江田船山古墳、田中城跡、豊前街道腹切坂を代表とする、

数多くの文化財や歴史資源にも恵まれています。これらを礎と

し、熊本県北の玄関口として、今後も更なる発展を目指します。 
 

■ 目指すまちづくり                  

 ～希望
ゆ め

あふれ、人と地域が輝くまち～ 
豊かな自然と先人たちが築いてきた歴史を舞台に、多彩な光

を放ち、夢と希望が広がるまちづくりを推進します。 
●心豊かな人が育つまちづくり 

郷土に誇りを持ち、地域を支える人材や組織が育つまちづ

くり。 
●共生と優しさのまちづくり 

自然と共生し、歴史や文化が継承され、人と環境に優し

いまちづくり。 
●活力あるまちづくり 

個性と魅力を発進して、人・物・情報の交流が活発に行

われ、飛躍するまちづくり。 

  

 

 
HP http://www.town.nagomi.lg.jp/ 

  
 
◇ 主要施策 
・企業誘致による地場産業の育成 
・農業の 6 次産業化による雇用の創出 
・子育て支援の充実 

高校生まで医療費の無料化 
出生祝金支給等 
各種予防接種の助成 
多子世帯子育て支援 等 

・移住・定住対策の推進 
空き家バンク制度 
新婚さん定住促進奨励金 
新築住宅の固定資産減免制度 等 

・新規就農者対策支援 
 

 
 
 
○人口  9,347 人 

（令和元年 10 月 1 日 県推計人口調査） 
○世帯数 3,475 世帯 
（令和元年 10 月 1 日 県推計人口調査） 

○面積 98.78 ㎞２（H29.10） 
○高齢化率 40,2％（H28.10） 
○町の花 ひまわり 
○町の木 桜 
○町の鳥 うぐいす 
○主な名所 江田船山古墳公園（肥後民家

村）、田中城跡、豊前街道腹切坂、トンカ

ラリン、体にまつわる 8 つの神様、三加

和温泉、菊水ロマン館、緑彩館 
○主な特産品 米、ナス、たけのこ、スイカ、

いちご、ぶどう、みかん、栗、肉用牛、焼

酎、日本酒 
○沿革 平成 18 年 3 月 1 日に菊水町と三

加和町が合併 

主要データ 

和水町 
なごみまち  

国指定史跡「江田船山古墳」（江田船山古墳公園） 

国指定史跡「田中城跡」 
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■概要                     
 本町は熊本県の北西に位置し、山々に囲まれた緑豊かな町で

す。昔は関所、今は九州縦貫自動車道の南関インターチェンジ

を有し、古くから交通の要衝として、発展してきました。 
江戸時代、藩主が参勤交代の際に、宿泊・休憩の場として利

用された「豊前街道南関御茶屋跡」は、平成 15 年 8 月 27 日

に国の史跡に指定されました。 
基幹産業は農業ですが、九州縦貫自動車道南関インターチェ

ンジなどアクセスの良さから近年、企業の進出も進んでいます。

また、天然温泉「南の関うから館」や世代間交流を目的とする

「交流センター」は町民の憩いの場としてにぎわっています。 
 

■目指すまちづくり                    

～緑豊かな大地に懐かしい故郷
ふるさと

がある。 

あなたの夢が叶う町なんかん～ 
 歴史と伝統ある文化を継承し、きれいな空気や水に恵まれ、

安全安心な食品が育まれる自然環境を生かし、生活のなかにや

すらぎと潤いのあるまちを目指します。 
 高速道路のインターチェンジを有し、九州新幹線の駅が近隣

に立地するなど恵まれた条件を生かし、産業・経済活動の発展

するまちを目指します。 
 豊かな自然の中に利便性を併せ持ち、住民とともに暮らしや

すいまちづくりに努め、永く住んでいる人も、新しく住む人も、

ずっと住み続けたくなるまちを目指します。 

  

 
HP http://www.town.nankan.lg.jp/ 

 
◇ 主要施策 
・定住促進 
・福祉・保健の充実 
・農林業の振興 
・企業誘致・支援 
・交通・情報通信基盤の整備 
・教育・文化の充実 

 
 
○人口  9,100 人 
（令和元年 10 月 1 日 県推計人口調査） 

○世帯数 3,517 世帯 
（令和元年 10 月 1 日 県推計人口調査） 

○面積 68.92 ㎞２（H29.10） 
○高齢化率 36.5％（H28.10） 
○町の花 つつじ 
○町の木 樫 
○主な名所 南関御茶屋跡、大津山公園、古

小代の里公園、官軍本営跡（正勝寺）、ホ

タルの里公園、旧石井邸（北原白秋生家） 
○主な特産品 南関そうめん、南関あげ、小

代焼、タケノコ、竹箸、黒棒 
○沿革 昭和 30 年 4 月 1 日に南関町、賢

木村、大原村、坂下村、米富村の 5 カ町

村が合併、町制施行。昭和 31 年 1 月 1 日

に旧米富村内三ツ川地区が玉名市に編入 

主要データ 

南関町 
なんかんまち  

豊前街道南関御茶屋跡 

大津山公園の冠木門 
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（３）都市機能の集積状況 

① 行政 

玉名市には国や県の機関が集積しており、その多くが玉名圏域のみならず荒

尾玉名地域を管轄としています。 

〈図表１２ 国や県の関係機関の集積状況〉 

国の機関 玉名市 ・熊本地方裁判所玉名支部 

・熊本家庭裁判所玉名支部 

・玉名簡易裁判所 

・熊本地方法務局玉名支局 

・熊本地方検察庁玉名支部 

・熊本国税局玉名税務署 

・熊本労働局玉名労働基準監督署 

・熊本労働局玉名公共職業安定所（ハローワーク玉名） 

・日本年金機構玉名年金事務所 

・九州地方整備局菊池川河川事務所玉名出張所 

・九州農政局玉名横島海岸保全事務所 

・独立行政法人家畜改良センター熊本牧場 

県の機関 玉名市 ・熊本県県北広域本部玉名地域振興局 

・熊本県有明保健所 

・熊本県玉名福祉事務所 

・熊本県玉名教育事務所 

・玉名警察署 

 

 

② 医療 

玉名市は、第二次救急医療機関の公立玉名中央病院、玉名郡市医師会立玉名

地域保健医療センターをはじめ、病院、診療所など医療機関の基盤が最も整っ

ており、和水町にも、第二次救急医療機関の国民健康保険和水町立病院など重

要な役割を果たしている医療機関があります。玉東町及び南関町は、診療所を

中心に医療が行われています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

〈図表１３　病院及び診療所の集積状況〉

一般 療養 精神 結核 感染症 有床 無床

玉名市 5 1,024 402 243 379 0 0 66 14 42 220 33

玉東町 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2 0 3

和水町 1 91 49 42 0 0 0 6 0 6 0 5

南関町 0 0 0 0 0 0 0 4 1 3 12 5

圏域 計 6 1,115 451 285 379 0 0 78 15 53 232 46

　　出　展：菊池保健所調べ（2016年12月13日現在）

病床数

（床）

歯科診療

所数

（施設）

病　　　　院 一般診療所

施設数

（施設）

　　施設数（施設）　　病床数（床）

総数総数
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③ 福祉 

高齢者福祉、児童福祉施設、障がい者福祉施設ともに、玉名市を中心に 3 町

にも一定の事業所が存在し、サービス供給の基盤が整えられている状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〈図表１４　福祉施設の状況〉

施設数 定員 施設数 定員 施設数 定員 施設数 定員 施設数 定員

養護老人ホーム 1 50 － － － － 1 50 2 100

介護老人福祉施設 6 290 1 60 2 160 1 30 10 540

有料老人ホーム 24 393 1 9 5 72 2 33 32 507

老人福祉センター 1 － － － 1 － － － 2 －

地域包括支援センター 1 － 1 － 1 － 1 － 4 －

老人憩いの家 1 － － － － － 1 － 2 －

介護老人保健施設 5 342 － － 1 78 － － 6 420

介護療養型医療施設 1 111 － － 1 12 － － 2 123
認知症対応型共同生活介護事業所（グルー

プホーム） 9 117 1 9 2 27 3 45 15 198

保育所 20 1,515 2 180 4 303 1 250 27 2,248

児童館・児童センター 3 － － － － － － － 3 －

障害児相談支援 5 － 1 － 1 － 2 － 9 －

障害児通所支援事業 4 50 ー － 1 10 1 20 6 80

居宅介護 12 － 1 － 2 － 3 － 18 －

重度訪問介護　※ 居宅介護と重複 12 － 1 － 2 － 3 － 18 －

行動援護 1 － － － － － － － 1 －

同行援護 3 － － － － － 1 － 4 －

短期入所 3 － － － 1 － 2 － 6 －

生活介護 5 85 1 6 1 20 1 10 8 121

共同生活援助（グループホーム）
6 123 － － 3 46 1 19 10 188

自立訓練（生活訓練） 2 16 － － － － 1 10 3 26

就労移行支援（一般型） 3 18 － － － － 1 6 4 24

就労継続支援（Ａ型） 7 104 － － 1 20 － － 8 124

就労継続支援（Ｂ型） 7 136 1 14 3 50 1 24 12 224

指定障害者（児）支援施設 2 160 － － 1 60 2 80 5 300

一般相談支援 3 － － － － － － － 3 －

特定相談支援 6 － 2 － 3 － 2 － 13 －

地域活動支援センター 3 － － － － － － － 3 －

　　出　展：玉名地域振興局管内概要2016（2016年9月現在）

児童福祉施設
等

障がい者福祉
サービス事業
所　等

圏域　計玉名市 玉東町 和水町 南関町
区　　分

老人福祉介護
保険施設　等
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④ 教育 

玉名圏域は、教育機関が比較的充実した地域であり、近年の傾向は、少子化

傾向が続くことから小学校の統廃合が進んでいるほか、県立玉名高校附属中学

校が平成 23 年度に開校、県立南関高校は平成 29 年 3 月の卒業生を最後に閉校

し、荒尾市にある県立荒尾高校と再編・統合され「県立岱志高校」として開校

しました。 

また、玉名市に集積する高等教育機関は、県立 3 校、私立 2 校の 5 校の高校

のほか、教育社会福祉関係の専修学校 1 校、看護・社会福祉・リハビリテーシ

ョン・鍼灸スポーツ・口腔保健の 5 学科を置く看護学部や助産学の専攻科と看

護福祉学の大学院を備える大学 1 校があり、玉名圏域内外から多くの学生が通

学しています。 
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⑤ 商業 

玉名圏域における大型店舗（売場面積 1,000 ㎡を超える店舗）は、玉名市を

中心に集積しています。 

 
 

⑥ 文化・教養 

玉名圏域の文化・教養施設は、1 市 3 町それぞれ公民館を設置するほか、図

書館（玉名市 3 館、南関町 1 館）や博物館、工芸館など市町の特色に応じた施

設が設置されています。 

 

〈図表１８　文化・教養施設の状況〉

種別 施設名称 所在

文化施設 玉名市民会館 玉名市岩崎152-2

玉名市民図書館 玉名市繁根木88-1

玉名市岱明図書館 玉名市岱明町野口2129

玉名市横島図書館 玉名市横島町横島3810

玉名市天水図書館 玉名市天水町小天7237-1

公民館 玉名市中央公民館 玉名市繁根木88-1

玉名市岱明町公民館 玉名市岱明町野口2129

玉名市横島町公民館 玉名市横島町横島3644

玉名市天水町公民館 玉名市天水町小天7237-1

博物館 玉名市立歴史博物館こころピア 玉名市岩崎117

工芸館 玉東町工芸館 玉東町木葉140-3

公民館 玉東町中央公民館 玉東町白木1-1

和水町 工芸館 和水町みかわ手漉き和紙の館 和水町板楠70

公民館 和水町三加和公民館 和水町板楠76

和水町中央公民館 和水町江田3883-1

文化施設 南関町立図書館 南関町大字関町1319

豊前街道南関御茶屋跡 南関町大字関町1141-2

公民館 南関町公民館 南関町大字関町1324

玉名市

南関町

玉東町
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⑦ スポーツ 

玉名圏域には、体育館、グラウンド、テニスコート、武道館、弓道場、プール

など、様々な競技を行えるスポーツ施設が図表１９のように集積しています。 

 

  
〈図表１９　スポーツ施設の状況〉

施設名称 主な可能競技
桃田運動公園総合体育館　メインアリーナ ハンドボール、テニス、バスケットボール、バレーボール、バドミントン、卓球

桃田運動公園総合体育館　サブアリーナ バスケットボール、バレーボール、バドミントン、卓球

横島体育館 バスケットボール、バレーボール、バドミントン、卓球

天水体育館 バスケットボール、バレーボール、バドミントン、卓球

勤労者体育センター バスケットボール、バレーボール、バドミントン、卓球

岱明B&G海洋センター　体育館 バスケットボール、バレーボール、バドミントン、卓球、武道

岱明B&G海洋センター　プール 水泳

武道館 剣道、柔道

天水体育館　武道場 剣道、柔道

天水相撲場 相撲

弓道場 弓道

桃田運動公園　野球場 野球

蛇ヶ谷公園　野球場 野球

桃田運動公園　運動広場 陸上、ソフトボール

岱明中央公園　グラウンド 野球、ソフトボール

横島グラウンド 野球、ソフトボール

天水グラウンド 野球、ソフトボール

蛇ヶ谷公園　テニスコート テニス

岱明中央公園　テニスコート テニス

天水テニスコート テニス

桃田運動公園　市民プール 水泳

菊池川グリーンベルト広場 ラグビー

菊池川鶴の河原広場 野球、ソフトボール

玉東町町営グラウンド 野球、ソフトボール

玉東町テニスコート テニス

玉東町民体育館 バレーボール、バドミントン

玉東町武道館 剣道、柔道

玉東町ふれあいの丘グラウンド グラウンドゴルフ

和水町体育館 バスケットボール、バレーボール、バドミントン、ビーチボールバレー

和水町スカイドーム2000 バスケットボール、バレーボール、バドミントン、ビーチボールバレー、ハンドボール

和水町弓道場 弓道

和水町テニスコート テニス

和水町総合グラウンド 陸上、野球、ソフトボール

和水町三加和グラウンド 陸上、野球、ソフトボール

和水町ふれあい会館 武道、バレーボール、バドミントン、卓球

菊池川白石堰河川広場 グラウンドゴルフ

南関町農村広場　野球場 野球、ソフトボール

南関町農村広場　テニスコート テニス

南関町農村広場　弓道場 弓道

南関町ふれあい広場 卓球、ゲートボール

南関町B&G海洋センター　体育館 バスケットボール、バレーボール、バドミントン、卓球

南関町B&G海洋センター　大津山グラウンド

南関町B&G海洋センター　プール 水泳

玉東町

玉名市

和水町

南関町
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３ 圏域の将来像 

玉名市と玉東町、和水町及び南関町で形成する「玉名圏域定住自立圏」は、従来

から文化、教育、社会経済等の様々な面において地域間に深い繋がりを有してお

り、近年のモータリゼーションの発達等による住民の日常生活圏の拡がりにより、

その結びつきはますます強くなってきています。 

このような中、我が国は、少子高齢化の進行とともに本格的な人口減少社会を迎

え、地方圏のみならず三大都市圏の人口も減少していく「過密なき過疎」の時代が

到来することが予想され、地方圏の将来は極めて厳しい情勢におかれています。 

本圏域の人口は、2015年（平成27年）国勢調査の数値は92,024人であり、国立社

会保障・人口問題研究所が公表した「日本の地域別将来推計人口」によると、2040

年（平成52年）には65,943人と推計され、実に25年間で26,081人もの人口が減少す

るとされています。 

本圏域を構成する市町は、圏域住民が日常生活圏を共有していることを踏まえ、

お互いの独自性を尊重するとともに、それぞれが役割を分担し連携を図りながら、

将来にわたって住み続けるために必要な都市機能や生活機能を確保・充実すること

で地域の活性化に努めることが求められています。 

そこで、本圏域が有する「山」、「川」、「海」などの美しく豊かな自然環境で

育まれた農林水産業や多様な観光資源などの地域の資源・特性や、九州新幹線・九

州自動車道など本圏域の経済・産業の発展を支える高速交通網を活かしながら、中

心市と関係町との連携によって、暮らしに欠かすことのできない医療・福祉・教

育・産業などの“生活機能”と道路・公共交通・観光などの“結びつき・ネットワ

ーク機能”を強化することで、本圏域からの人口流出の抑制や本圏域内外との人・

モノの交流を促進し、本圏域の一体的な発展を目指します。 

また、本圏域の中長期的な将来人口については、各市町で策定した「人口ビジョ

ン」の人口の将来展望から2040年に79,000人の人口規模の維持を、2060年に70,000

人の人口規模の維持を目標に、高齢者はもとより子育て世代の若者など全ての住民

が、“ずっと住み続けたくなる地域”、“元気に安心して暮らすことができる地

域”、“愛着と誇りを持てる自立した地域”を創造します。 
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４ 定住自立圏共生ビジョンの期間 

本共生ビジョンで示す将来像の実現に向けた具体的取組の期間は、平成29年度か

ら令和3年度までの5年間とし、毎年度、所要の見直しを行うものとします。 

 

 

 

５ 定住自立圏共生ビジョンの進捗管理 

本共生ビジョンは、策定後、定期的に具体的取組の進捗状況を把握するととも

に、取組の点検・評価を行い、その結果を反映させていく循環型マネジメントサイ

クル（ＰＤＣＡサイクル）に基づき、毎年度必要に応じて見直しを行います。 

また、本共生ビジョンの期間が満了する際は、実施した具体的取組に係る事業の

効果などの進捗管理を玉名圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会において、設定した

成果指標等の達成状況等を基に検証するものとします。 

さらに、検証の結果を踏まえて、次期の共生ビジョンを策定するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

Ｐｌａｎ（計画） 

玉名市圏域定住自立圏推進会議

で共生ビジョンの修正・策定 

Ｄｏ（実行） 

構成市町等による具体的取組の

実施 

Ａｃｔｉｏｎ（改善） 

構成市町による点検・評価を踏ま

えた共生ビジョンの見直し 

Ｃｈｅｃｋ（検証） 

玉名圏域定住自立圏共生ビジョ

ン懇談会や構成市町で点検・評価 

ＰＤＣＡサイクル 
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６ 定住自立圏形成協定に基づく具体的取組 

 
※ 概算事業費において、「０」は事業費が不要な場合を、「未定」は策定時の事業費が分からない

場合を、「―」は事業費の算定が困難な場合を表します。 

 

１ 生活機能の強化に係る政策分野 

１-１ 医療 

取組項目 ①乳幼児健診に従事する専門医の確保と健診の質の向上 

協定書の 

内容 

乳幼児健診に携わる小児科医が不足している現状を解決するため連携して 

小児科医の確保に取り組む。 
また、健診従事者の研修等健診の質の向上に資する施策に取り組む。 

 
 

事業名 
【番号 1‐1‐①‐1】 関係市町 

乳幼児健診従事者研修会 ○ ○ ○ ○ 

事業概要 

乳幼児健診の質の向上のため、乳幼児健診従事者保健師を対象に
した研修を行う。 
保健師を対象に玉名地域医療センターから講師を招いた研修会
を実施するほか、健診従事医師を対象にした研修も検討してい
く。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 乙と連携して事業を実施するとともに、必要な経費を負担する。 

乙の役割 甲と連携して事業を実施するとともに、必要な経費を負担する。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

15 47 24 50 50 186  

 

玉名市 8 25 １３ 28 28 102 

玉東町 2 6  ３  6  6  23 
和水町 3 10 ５ 9 9 36 

南関町 2 6 ３ 7 7 25 

補助制度等  

関係市町の負
担の考え方 

事業に要する経費は、甲乙の保健師数に応じた負担とする。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

事業実施      

      

      
 

重要業績 
評価指標 
 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

研修会の開催回数 
０回 

(Ｈ２８年度) 
１回 

(Ｒ元年度) 
２回 

(Ｒ３年度) 

研修会対象者の 
参加率 

０％ 
(Ｈ２８年度) 

９５．８% 
(Ｒ元年度) 

１００％ 
(Ｒ３年度) 
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取組項目 ②予防接種業務の連携 

協定書の 

内容 

予防接種事務の円滑化・適正化を目的とした担当者会議を行い、制度変更への

対応や接種率向上に向けた取組を連携して行う。 

 
 

事業名 
【番号 1‐1‐②‐1】 関係市町 

予防接種説明会の合同開催 ○ ○ ○ ○ 

事業概要 
予防接種事業の円滑な実施のため、委託医療機関を対象に、予防
接種説明会を関係市町で年 2 回（9 月・3 月）合同開催する。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 乙と連携して、事業を実施するとともに、必要な経費を負担する。 

乙の役割 甲と連携して、事業を実施するとともに、必要な経費を負担する。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

92 92 95 102 102 483 

 

玉名市 34 34 34 37 37 176 

玉東町 30 30 29 31 31 151 

和水町 25 25 30 32 32 144 
南関町 3 3 2 2 2 12 

補助制度等  

関係市町の負
担の考え方 

事業に要する経費は、委託医療機関数に応じた負担とする。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

事業実施      

      

      

      
 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

研修会の開催回数 
０回 

(Ｈ２８年度) 
 ２回 

(Ｒ元年度) 
２回 

(Ｒ３年度) 

研修会対象医療機関 
の参加率 

０％ 
(Ｈ２８年度) 

 ７１.０％ 
(Ｒ元年度) 

１００％ 
(Ｒ３年度) 
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１-２ 福祉 

取組項目 ①子育て環境の充実 

協定書の 

内容 

圏域において、子育て家庭に安心して子どもを育てる環境を創るために、相互

利用が可能な事業について広域利用の推進を図る。 
また、圏域内で子育て関係の人材育成や子育て関係機関のネットワーク化等

に取り組む。 

 
 

事業名 
【番号 1‐2‐①‐1】 関係市町 

 保育所（園）広域入所の連携強化 ○ ○ ○ ○ 

事業概要 
圏域内の広域入所について情報共有を行い、圏域内市町在住の乳
幼児の優先的入所や広域入所の円滑化を図る。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 

甲の役割 
乙及び関係機関と広域入所の連携強化を図り、圏域内の待機児童解
消に努める。 

乙の役割 
甲及び関係機関と広域入所の連携強化を図り、圏域内の待機児童解
消に努める。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

0 0 0 0 0 0 

 

玉名市 0 0 0 0 0 0 

玉東町 0 0 0 0 0 0 

和水町 0 0 0 0 0 0 
南関町 0 0 0 0 0 0 

補助制度等  

関係市町の負
担の考え方 

 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

広域入所連絡会（ルールづくり） ●     

広域入所連絡会（情報共有）    
（12 月中旬～） 

    

      

      

※調査時点の現状値は、連携前の現状値。 
 
  

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

圏域内で広域入所し 
た関係市町の児童数 

６５人※ 
(Ｈ２８.４.１) 

６９人 
(Ｒ元年度) 

６５人 
(Ｒ３.4.1) 
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事業名 
【番号 1‐2‐①‐2】 関係市町 

子育て支援センター及び子育てサークルの連携とネットワーク
構築 

○ ○ ○ ○ 

事業概要 
甲の「こそだてのわ＊」会議を中心にして、研修会等を実施し、
子育て支援センターや、子育てサークルのネットワーク構築及び
職員の交流、資質の向上を図る。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 

甲の役割 
関係機関と連携の上、職員間の交流や資質向上に係わる施策を企画・
実施するための中心的役割を果たす。 

乙の役割 
区域の関係機関と連携し、甲が主催する資質向上に係わる交流会、
研修会等への参加を促す。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

14,226 14,226 14,778 14,778 14,778 72,786 

 

玉名市 14,226 14,226 14,778 14,778 14,778 72,786 

玉東町  0 0 ０ 0 0 0 
和水町  0 0 0 0 0 0 
南関町  0 0 0 0 0 0 

補助制度等 子ども・子育て支援交付金（利用者支援事業費の一部） 

関係市町の負
担の考え方 

事業に要する経費は、甲の利用者支援事業委託料で負担する。 
※表示事業費は、「こそだてのわ」会議開催経費のみの把握ができないため、利用者支援

事業委託料の全額。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

「こそだてのわ」会議実施      

      

      

      

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

｢こそだてのわ｣ 
合同参加機関数 

２６※ 
(Ｈ２８年度) 

２６ 
(Ｒ元年度) 

３０ 
(Ｒ３年度) 

※調査時点の現状値は、連携前の現状値。 

 

 

用語説明 

こそだてのわ 

子育てに関わる様々な市民活動団体が連携し地域における子育て支援活動を活性化させることを  

目的に結成されたネットワーク組織のこと。 
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事業名 
【番号 1‐2‐①‐3】 関係市町 

放課後児童支援員の連携とネットワーク構築 
○ ○ ○ ○ 

事業概要 
放課後児童支援員＊の資質向上のための情報交換会、研修等を実
施し、連携とネットワーク構築に取り組む。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 

甲の役割 
関係機関と連携の上、放課後児童支援員の交流や資質向上に係わる
施策を企画・実施するための中心的役割を果たす。 

乙の役割 
区域内の関係機関と連携し、甲が主催する資質向上に係わる交流会、
研修会等への参加を促す。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

0 39 40 40 40 159 

 

玉名市 0 25 25 25 25 100 

玉東町 0 4  4 4 4 16 
和水町 0 7 7 7 7 28 
南関町 0 3 4 4 4 15 

補助制度等 子ども・子育て支援体制整備総合推進事業費 国庫補助金 

関係市町の負
担の考え方 

甲が乙から研修負担金をとり、「玉名市学童連絡協議会」へ研修等委託料として支
払う。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

事業の枠組み協議 ●     

圏域連絡会(研修･交流会)の実施      

      

      

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

圏域連絡会参加 
機関数 

０ 
(Ｈ２８年度) 

２９ 
(Ｒ元年度) 

２０ 
(Ｒ３年度) 

 

 

 

 

 

 用語説明 

放 課 後 児 童 支 援 員  

2015 年（平成 27 年）4 月から実施されている「子ども・子育て支援新制度」により創設された放課後児童

クラブ（学童保育）の指導員に対する新たな専門資格を持つ人。学童保育の支援毎に 2 人以上配置 

することが義務付けられた。 
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事業名 
【番号 1‐2‐①‐4】 関係市町 

ファミリーサポートセンターの連携及び人材育成 
○ ○ ○ ○ 

事業概要 
ファミリーサポートセンター＊の会員の資質向上に向けた取り組
みを行う。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 

甲の役割 
圏域内で関係機関（玉名市・玉東町）が実施する「24 時間講習」を
連携して、実施するための中心的役割を果たす。 

乙の役割 
区域内のファミリーサポートセンター協力会員に圏域関係機関（玉
名市・玉東町）が実施する「24 時間講習」への参加を促す。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

7,520 8,278 8,278 8,278 8,278 40,632 

 

玉名市 4,760 5,518 5,518 5,518 5,518 26,832 

玉東町 2,760 2,760 2,760 2,760 2,760 13,800 

和水町 0 0 0 0 0 0 
南関町 0 0 0 0 0 0 

補助制度等 子ども・子育て支援交付金（ファミリーサポートセンター事業費の一部） 

関係市町の負
担の考え方 

講習に要する経費は、玉名市・玉東町のファミリーサポートセンターの委託料の
一部で支払う。 
※表示事業費は、「24 時間講習」開催経費のみの把握ができないため、ファミリー
サポートセンター委託料の全額。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

事業の枠組みの協議 ●     

事業の実施      

      

      

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

講習会 
新規受講者数 

４０人 
(Ｈ２８年度) 

４８人 
(Ｒ元年度) 

５０人 
(Ｒ３年度) 

 
 
 
 

 用語説明 

ファミリーサポートセンター 

地域において、育児の援助を受けたい人と行いたい人が会員となり、育児について相互に助け合う  

会員組織のこと。 
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取組項目 ②地域包括ケアの充実 

協定書の 

内容 

認知症施策の向上や医療介護連携の体制整備を促進するための調査・研究を 

行う協議会を設け、地域包括ケア＊の充実に資する取組を推進する。 

 
 

事業名 
【番号 1‐2‐②‐1】 関係市町 

認知症対策連携事業 ○ ○ ○ ○ 

事業概要 

甲が企画実施する認知症対策事業のうち、キャラバンメイト＊養
成など乙からの介護サービス事業所や住民の参加が可能なすべ
ての事業について、乙に連絡する。 
乙は、町内への周知や事業の運営スタッフとして協力を行なう。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 事業の企画、実施を行う。 

乙の役割 事業を周知し、運営に協力する。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

108 158 150 158 158 732 

 

玉名市 108 158 150 158 158 732 

玉東町 0 0 0 0 0 0 

和水町 0 0 0 0 0 0 
南関町 0 0 0 0 0 0 

補助制度等 介護保険会計の地域支援事業で実施。国県負担あり。 

関係市町の負
担の考え方 

事業に要する経費は、甲乙の地域支援事業費よりそれぞれ負担する。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

認知症フォーラム開催      

キャラバンメイト養成講座  ● ●   

認知症サポーター養成講座  ● ● ● ● 

      

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

認知症対策事業 
連携開催数 

０回 
(Ｈ２８年度) 

１回 
(Ｒ元年度) 

３回 
(Ｒ３年度) 

 

 

 用語説明 

地 域 包 括 ケア 

重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができる

よう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される支援体制のこと。 

キャラバンメイト 

認知症に対する正しい知識と具体的な対応方法等を市民に伝える講師役のこと。学んだ知識や体験

等を地域、職域、学校などで市民に伝え「認知症サポーター」を養成する。 
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事業名 
【番号 1‐2‐②‐2】 関係市町 

在宅医療介護連携推進体制整備事業 
○ ○ ○ ○ 

事業概要 
在宅医療介護連携推進事業について、関係市町で委託内容や事業
費を検討し、玉名郡市医師会へ委託して実施する。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 会議の開催、内容のとりまとめを行う。 

乙の役割 会議への参加、内容のとりまとめに協力する。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

4,083 5,867 6,141 7,538 7,538 31,167 

 

玉名市 4,083 4,080 4,270 5,242 5,242 22,917 

玉東町 0 339 355 440 440 1,574 

和水町 0 775 812 994 994 3,575 
南関町 0 673 704 862 862 3,101 

補助制度等 介護保険会計の地域支援事業で実施。国県負担あり。 

関係市町の負
担の考え方 

地域支援事業の在宅医療に係る委託総額を決定した後、高齢者の人口按分で甲乙
それぞれ負担する。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

玉名郡市医師会への事業委託      

      

      

      
 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

国が設定した８つの 
事業項目の実施 

０事業 
(Ｈ２８年度) 

 ８事業 
(Ｒ元年度) 

８事業 
(Ｒ３年度) 

 

 用語説明 

８つの事業項目(厚生労働省のホームページから加工) 

(1) 地域の医療・介護の資源の把握 
  ・地域の医療機関、介護事業所の機能等の情報を収集し、共有させ活用することなど 

(2) 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 
  ・関係者が参画する会議を開き、現状（在宅医療・介護連携）を知り、課題対応策を検討するなど 

(3) 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築 
  ・関係者の協力を得て、在宅医療・介護サービスの提供体制の構築を推進することなど 

(4) 在宅医療・介護関係者の情報の共有支援 
  ・情報共有媒体、地域連携パス等の活用により、医療・介護関係者の情報共有を支援することなど 

(5) 在宅医療・介護関係者に関する相談支援 
  ・関係者の連携を支援するコーディネーターの配置、相談窓口の設置などの取組を支援 

(6) 医療・介護関係者の研修 
  ・グループワークや介護職を対象とした医療関連の研修会を開催することなど 

(7) 地域住民への普及啓発 
  ・多様な広報媒体を活用した、在宅医療・介護サービスに関する普及啓発など 

(8) 在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携 
  ・同じ二次医療圏内にある市町や隣接する市区町村等が広域連携の必要な事項について検討することなど 
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１-３ 教育 

取組項目 ①圏域内の図書館の相互利用 

協定書の 

内容 
圏域内の図書館における相互利用を図り、圏域住民の教養の向上に取り組む。 

 
 

事業名 
【番号 1‐3‐①‐1】 関係市町 

玉名圏域図書館等相互利用事業 ○ ○ ○ ○ 

事業概要 
圏域の住民が関係市町の図書館（図書室）を利用できるように、
諸規定等を整備する。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 甲乙が連携して、圏域の住民が関係市町の図書館や図書室を利用で

きるようにして住民の相互利用を図り教養の向上に取り組む。 乙の役割 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

0 0 0 0 0 0 

 

玉名市 0 0 0 0 0 0 

玉東町 0  0 0 0 0 0 
和水町 0  0 0 0 0 0 

南関町 0 0 0 0 0 0 

補助制度等  

関係市町の負
担の考え方 

 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

関係条例、規則整備 ●     

甲乙図書館、図書室の相互利用      

      

      
 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

図書館(図書室) 
広域利用 

新規登録者数 

０人 
(Ｈ２８年度) 

２７５人(累計) 
(Ｒ２.１月) 

３００人(累計) 
(Ｒ３年度) 

図書館(図書室) 
広域利用総貸出点数 

０点 
(Ｈ２８年度) 

１８，２５０点(累計)

(Ｒ２.１月) 
３０,０００点(累計) 

(Ｒ３年度) 
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１-４ 産業振興 

取組項目 ①新規就農希望者への支援 

協定書の 

内容 
圏域内における新規就農希望者への支援に取り組む。 

 

 

事業名 
【番号 1‐4‐①‐1】 関係市町 

新規就農希望者に係る研修受入可能な農業者名簿作成 ○ ○ ○ ○ 

事業概要 

農業を始める上で必要な技術・知識・経営ノウハウを、実践を通
じて身につけるため、新規就農希望者の農業技術取得研修受入先
として、受け入れ可能な圏域内の認定農業者の情報を関係市町で
集約・活用する。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 

甲の役割 
調査様式を作成し、乙に送付。甲管内の認定農業者を対象に調査を
実施。甲が作成した名簿と、乙が提出した名簿をまとめた後、乙に
名簿を提供する。 

乙の役割 
町内の認定農業者に対する調査を実施し、作成した名簿を甲に提出
する。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

0 0 0 0 0 0 

 

玉名市 0 0 0 0 0 0 

玉東町 0 0 0 0 0 0 

和水町 0 0 0 0 0 0 
南関町 0 0 0 0 0 0 

補助制度等  

関係市町の負
担の考え方 

 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

受け入れ農家の調査 ●  ●  ● 

事業の実施      

      

      

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

受入可能農業者数 
のべ９人 

(Ｈ２８年度) 
のべ３０人 
(Ｒ元年度) 

のべ１４人 
(Ｒ３年度) 
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取組項目 ②農林水産業に被害を及ぼす有害鳥獣の捕獲及び情報共有 

協定書の 

内容 

各地区での対策に加え、圏域で連携して農林水産物に被害を及ぼす鳥獣の捕獲

や被害防止対策に取り組む。 
また併せて、捕獲された鳥獣の処置に係る対策についての調査及び研究を行

う。 

 
 

事業名 
【番号 1‐4‐②‐1】 関係市町 

有害鳥獣捕獲推進事業 ○ ○ ○ ○ 

事業概要 
有害鳥獣による農林水産物の被害軽減を目的として、関係市町に
よる「合同捕獲」を行うことで、効率的かつ効果的に有害鳥獣を
捕獲する。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 甲、乙及び関係団体と連携し、事業内容の検討を行い、事業を実施

するとともに、必要な経費を負担する。 乙の役割 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

0 0 0 0 未定 未定 

 

玉名市 0 0 0 0 未定 未定 
玉東町 0 0 0 0 未定 未定 

和水町 0 0 0 0 未定 未定 
南関町 0 0 ０ 0 未定 未定 

補助制度等 鳥獣被害防止総合対策事業 

関係市町の負
担の考え方 

事業の性質上、事業を実施する箇所の関係市町（協議会）が補助申請を行い、必要
な負担金などについては協議し決定する。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

捕獲従事者調査      

各種手続き内容等の調整      

実施の可否判定      

実施（実施可の場合）      

      
 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

一斉捕獲回数 
０回 

(Ｈ２８年度) 
２回 

(Ｒ元年度) 
５回 

(Ｒ３年度) 
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事業名 
【番号 1‐4‐②‐2】 関係市町 

有害鳥獣捕獲活用事業 
○ ○ ○ ○ 

事業概要 
捕獲した有害鳥獣を地域資源として有効に活用することを通じ
て、更なる捕獲数の増加を図る観点から、捕獲した有害鳥獣の個
体処理施設建設に関する調査・検討を行う。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 甲、乙及び関係団体と連携し、事業内容の検討を行い、事業を実施

するとともに、必要な経費を負担する。 乙の役割 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

0 0 0 0 未定 未定 

 

玉名市 0 0 0 0 未定 未定 

玉東町 0 0 0 0 未定 未定 

和水町 0 0 0 0 未定 未定 
南関町 0 0 0 0 未定 未定 

補助制度等 鳥獣被害防止総合対策事業 

関係市町の負
担の考え方 

事業の性質上、事業を実施する場所の関係市町（協議会）が補助申請し、必要な負
担金などについては、別途協議し決定する。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

捕獲個体の加工処理施設建設
に関する調査 

●     

加工処理施設建設箇所等の検討  ●    

加工処理施設設置の可否   ●   

捕獲個体の処理に関する勉強 
会の開催 

     

      
 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

捕獲個体の処理 
勉強会開催回数 

０回 
(Ｈ２８年度) 

２回 
(Ｒ元年度) 

３回 
(Ｒ元年度) 
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事業名 
【番号 1‐4‐②‐3】 関係市町 

有害獣被害防護施設整備事業 
○ ○ ○  

事業概要 
有害獣による農作物等の被害を防止し、農業経営の安定化及び健
全化を図るため、被害防護施設を整備しようとする者に対して、
補助金を交付する。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 甲、乙及び関係団体と連携し、事業内容の検討を行い、事業を実施

する。 乙の役割 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

   4,800 4,800 9,600 

 

玉名市    2,000 2,000 4,000 

玉東町    1,000 1,000 2,000 

和水町    1,800 1,800 3,600 
南関町    0 0 0 

補助制度等 有害獣被害防護施設整備事業補助事業 

関係市町の負
担の考え方 

事業に要する経費は、甲、乙の有害獣被害防護施設整備事業費でそれぞれが負担
する。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

交付金活用についての検討 － － ●   

交付金活用についての可否 － － ●   

事業において交付金の活用 － － －   

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

補助金活用件数 
１３１件 

(Ｈ３０年度) 
１２５件 

(Ｒ元年度) 
１３１件 

(Ｒ３年度) 
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取組項目 ③圏域地場企業への就労支援 

協定書の 

内容 

地元での就職を望む圏域住民等に対して、圏域内の地場企業を知る機会を提供

するなど、連携して就労機会の創出を図るとともに、圏域内における就労を推進

する。 

 
 

事業名 
【番号 1‐4‐③‐1】 関係市町 

圏域地場企業への就労支援事業 ○ ○ ○ ○ 

事業概要 

翌年度に 3 年生となる荒尾・玉名地域の高校生、進路指導担当教
員、保護者を対象に、圏域内に立地する企業のガイダンスを開催
することで、地場の企業を知ってもらう機会を設け、圏域での就
業の機会を増やすとともに圏域の企業の人材確保を推進する。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 事業を調整し、乙と連携して事業を推進する。 

乙の役割 甲と連携し円滑な事業の推進に協力する。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

1,145 605 1,095 2,703 2,500 8,048 

 

玉名市 831 439 795 1,962 1,800 5,827 

玉東町 65 35  63  155  140 458 
和水町 122 67 121  299  280 889 
南関町 127  64  116  287  280 874 

補助制度等  

関係市町の負
担の考え方 

会場借上げ等、事業実施に要する経費は、甲乙の人口按分で負担し、職員の旅費
等は、甲乙それぞれで負担する。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

調査・アンケート実施   ●     

企業ガイダンスの開催    ●    

      

      

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

地元企業への新卒 
高校生の就職率 

――― 
(Ｈ２８年度) 

３３．６％ 
(H31.3.31 現在) 

４５％ 
(Ｒ３年度) 

※現状値の進捗調査時点の数値については、当該年度末時点での数値で、新年度に算出するため、

前年度実績で表示する。 
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１-５ その他 

取組項目 ①消費生活相談窓口の体制整備 

協定書の 

内容 

圏域における消費生活に関する安心・安全を確保し、圏域内での消費生活相談

が円滑に実施できるよう、消費者行政等の情報交換を行い、相談（職）員の資質

向上を図る。 

 
 

事業名 
【番号 1‐5‐①‐1】 関係市町 

玉名市消費生活センター研修事業 ○ ○ ○ 〇 

事業概要 

玉名市消費生活センターにおいて、乙の消費生活相談員及び担当
職員が実務研修という形で執務することで、相談員・職員のスキ
ルアップを図るとともに、消費者行政における乙の相談窓口の充
実と関係市町の連携を企図する。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 

甲の役割 
乙と連携し、圏域内で消費生活相談が円滑に実施できるよう、消費
者行政等の情報交換を行い、相談（職）員の資質向上に資する取組
を企画し、調整を図る。 

乙の役割 
甲と連携し、圏域内で消費生活相談が円滑に実施できるよう、消費
者行政等の情報交換を行い、相談（職）員の資質向上を推進するた
め関係機関への研修派遣を実施する。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

6,077 6,018 6,572 7,103 7,103 32,873 

 

玉名市 5,356 5,039 5,122 5,122 5,122 25,761 

玉東町 411 312 349 452 452 1,976 
和水町 310 412 620 1,099 1,099 3,540 

南関町 0 255 48１ 430 430 1,596 

補助制度等 熊本県消費者行政推進事業、熊本県消費者活性化事業、熊本県消費者行政強化事業 

関係市町の負
担の考え方 

事業に要する経費は、県補助金により甲乙それぞれで負担する。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

事業実施      

      

      

      

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

ＯＪＴ事業 
参加者数 

０人 
(Ｈ２８年度) 

２６７人(累計) 
(Ｒ元年度) 

３００人(累計) 
(Ｒ３年度) 
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２ 結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 

２-１ 交通インフラの整備 

取組項目 ①有明海沿岸道路の早期整備促進 

協定書の 

内容 
圏域外から玉名圏域への観光や物流に大きな影響があると思われる「有明海 

沿岸道路」の全線開通に向けた諸要望活動を実施する。 

 
 

事業名 
【番号 2‐1‐①‐1】 関係市町 

有明海沿岸道路の早期整備促進事業 ○ ○ ○ ○ 

事業概要 
関係市町は、圏域外から玉名圏域への観光や物流に大きな影響の
ある「有明海沿岸道路」の全線開通に向けて、有明海沿岸道路「荒
尾・玉名」整備促進期成会＊の要望活動との連携を検討する。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 

甲は関係機関と連携し、「有明海沿岸道路」の全線開通に向けて、関
係機関への要望活動に取り組む。 

乙の役割 甲と連携し、「有明海沿岸道路」の全線開通に向けて取り組む。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

293 309 205 205 205 1,217 

 

玉名市 293 309 205 205 205 1,217 
玉東町 0 0 0 0 0 0 
和水町 0 0 0 0 0 0 

南関町 0 0 0 0 0 0 

補助制度等  

関係市町の負
担の考え方 

関係市町が必要な経費を負担する。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

事業への参画方法等の協議      

      

      

      

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

要望活動回数 
１回 

(Ｈ２８年度) 
１回 

(Ｒ元年度) 
１回 

(Ｒ３年度) 

 

 用語説明 

有 明 海 沿 岸 道 路 「荒 尾 ・玉 名 地 域 」整 備 促 進 期 成 会  

毎 年 7 月 に荒 尾 商 工 会 議 所 、玉 名 商 工 会 議 所 、長 洲 町 商 工 会 、荒 尾 市 ･玉 名 市 ･ 長

洲 町 の首 長 及 び議 長 、熊 本 県 土 木 部 道 路 都 市 局 長 で、国 土 交 通 省 本 省 、地 元  選 出

国 会 議 員 、九 州 地 方 整 備 局 へ有 明 海 沿 岸 道 路 の荒 尾 市 から熊 本 市 までの   早 期 整

備 ・早 期 事 業 化 等 の要 望 活 動 を行 っている。 
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取組項目 ②広域の道路整備促進 

協定書の 

内容 
住民生活の利便性向上に関連する道路整備を計画・実施する。 

 
 

事業名 
【番号 2‐1‐②‐1】 関係市町 

県道「玉名八女線」、「玉名立花線」の道路整備促進事業 
○  ○ ○ 

事業概要 
各期成会を通じ、住民生活の利便性向上や圏域外へのアクセス機
能向上に関連する県道「玉名八女線」及び「玉名立花線」の早期整
備に向けて県への要望活動を行う。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 

関係市町及び関係機関と連携し、要望活動に取り組む。 
乙の役割 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

193 120 80 80 80 553 

 

玉名市 103 50 50 50 50 303 
玉東町       
和水町 70 50 30 30 30 210 

南関町 20 20    40 

補助制度等  

関係市町の負
担の考え方 

関係市町が必要な経費を負担する。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

要望活動      

      

      

      

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

要望活動回数 
１回 

(Ｈ２８年度) 
１回 

(Ｒ元年度) 
１回 

(Ｒ３年度) 
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事業名 
【番号 2‐1‐②‐2】 関係市町 

山部田奥野線（牧野小田線）整備事業 ○  ○  

事業概要 
住民生活の利便性向上や圏域外へのアクセス機能向上のため、山
部田奥野線の道路整備を行う。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 乙と連携し、山部田奥野線の完成に向けて整備を行う。 

乙の役割 甲と連携し、整備完成に向けて推進する。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

46,278 22,652 53,824 29,035 0 151,789 

 

玉名市 46,278 22,652 53,824 29,035 0 151,789 

玉東町       

和水町      ※ 

南関町       

補助制度等  

関係市町の負
担の考え方 

関係市町が、必要な経費を負担する。 
※和水町分の事業は終了しているため、事業費不要。玉名市分の事業は令和２年度終了。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

道路整備 工事 災害復旧工事 工事 工事  

      

      

      
 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

道路整備率 
（事業費） 

０％ 
(Ｈ２８年度) 

８０％ 
(Ｒ元年度) 

１００％ 
(Ｒ２年度末) 
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事業名 
【番号 2‐1‐②‐3】 関係市町 

東部環境センターへの搬入道路の整備（市道北坂門田山ノ下線） ○ ○   

事業概要 

東部環境センターの周辺基幹整備において、玉名市から東部環境セ
ンターまでのごみ搬入路を整備し、住民生活の利便性及び安全性の
向上を図る。 
平成 22 年度 玉東町：山ノ下・黒石線（約 640ｍ）を供用開始。 
玉名市：北坂門田・山ノ下線（236ｍ）を計画予定しているが一部の地
権者の承諾が得られず中断している状況にある。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 乙及び関係機関と連携し、早期完成に向けて整備の推進を図る。 

乙の役割 甲と連携し、関係機関への早期完成に向けて協議を行う。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

0 0 0 28,800 11,200 40,000 

 

玉名市 0 0 0 28,800 11,200 40,000 

玉東町      ※ 
和水町       
南関町       

補助制度等  

関係市町の負
担の考え方 

関係市町が、必要な経費を負担する。 
※玉東町分の事業は終了しているため、事業費不要。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

関係機関協議      

道路整備    測量設計 用地・補償 

      

      

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

道路整備率 
（事業費） 

０％ 
(Ｈ２８年度) 

０％ 
(Ｒ元年度) 

１００％ 
(Ｒ４年度) 
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■2-1-①-1 有明沿岸道路の早期整備促進事業関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■2-1-②-1 県道「玉名八女線」、「玉名立花線」の道路整備促進事業関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（参考：対象道路の位置） 
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■2-1-②-2 山部田奥野線（牧野小田線の整備）整備事業関連 

 
 

 

■2-1-②-3 東部環境センターへの搬入道路の整備関連 

 
   

山部田奥野線 

北坂門田山ノ下線 
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２-２ 地域公共交通 

取組項目 ①公共交通の維持、利便性向上及び活性化 

協定書の 

内容 
持続可能な地域公共交通網の形成に向けた基幹公共交通の機能強化や利便性

の向上及び活性化のための取組や課題を調査・検討・実施する。 

 
 

事業名 
【番号 2‐2‐①‐1】 関係市町 

路線バス維持のための運行補助事業 ○ ○ ○ ○ 

事業概要 
圏域内を接続する幹線的な広域路線や、それに接続する各市町内
の支線的な生活交通路線バス＊等の公共交通を維持・確保するた
め、運行事業者に対し運行費等の一部を補助する。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 

バス路線の維持・確保のため、乗合バス事業者に補助金を支出する。 
乙の役割 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

121,844 149,561 162,151 157,987 157,987 749,530 

 

玉名市 75,696 84,573 90,871 90,871 90,871 432,882 

玉東町 3,455 3,864 3,508 3,996 3,996 18,819 

和水町 33,380 35,290 37,829 37,829 37,829 182,157 

南関町 9,313 25,834 29,943 25,291 25,291 115,672 

補助制度等 
熊本県生活交通維持・活性化総合交付金 
市町負担額への特別交付税措置 

関係市町の負
担の考え方 

対象バス路線ごとの補助対象額を関係市町内の運行距離按分で負担する。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

事業実施（補助金支出）      

      

      

      

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

路線バスの系統数 
２４系統 

(Ｈ２８年度) 
２４系統 

(Ｒ元年度) 
２４系統 

(Ｒ３年度末) 

 
 

 用語説明 

生 活 交 通 路 線 バス 

ここでは、複数の市町村を結ぶバス路線やＪＲの駅などと接続し、地域内の移動を支える役割を担う  

乗合バスをいう。 
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事業名 
【番号 2‐2‐①‐2】 関係市町 

路線バス利用促進事業 
○ ○ ○ ○ 

事業概要 

関係市町の実務担当者や交通事業者等による会議を設置し、
圏域内の公共交通の現状や課題について情報を共有し、乗継
利便性の向上、沿線ガイドマップの作成など路線バスの利用
促進につながる事業を協議する。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 会議を主催し、関係者との連携に基づき事業を実施する。 

乙の役割 会議に参画し、関係者との連携に基づき事業を実施する。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

0 0 0 0 122 122 

 

玉名市 0 0 0 0 88 88 

玉東町 0 0 0 0 7 7 

和水町 0 0 0 0 14 14 
南関町 0 0 0 0 13 13 

補助制度等  

関係市町の負
担の考え方 

会議の開催に要する費用は、甲の負担とする。甲乙それぞれが実施した事業に要
した費用はそれぞれ負担し、甲乙が共同して実施した事業については、人口按分
で負担する。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

会議体の設置・開催   ●     

路線バスの見直し      

沿線ガイドマップの作成     ● 

      

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

沿線ガイドマップ 
の作成 

― 
(Ｈ２８年度) 

― 
(Ｒ元年度) 

沿線ガイドマップの作成 
(Ｒ３年度) 

路線バスにおける 
輸送人員の合計 

８９.６万人 
(Ｈ２８年)※ 

 ９１．１万人 
(Ｒ元年)※ 

８９.６万人 
(Ｒ３年)※ 

※数値は、当該年１０月１日から翌年９月３０日の値 
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事業名 
【番号 2‐2‐①‐3】 関係市町 

交通実態調査事業 
○ ○ ○ ○ 

事業概要 

公共交通の利用促進に向け、利用実態に応じた対策を検討す
るために、圏域における路線バス等の利用者を対象としてア
ンケート等を実施し、各路線の現状や課題について整理分析
する。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 乙と協力して、総合的な調査分析を行う。 

乙の役割 甲の調査分析に協力する。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

0 3,974 0 0 0 3,974 

 

玉名市 0 2,796 0 0 0 2,796 

玉東町 0 221 0 0 0 221 

和水町 0  533 0 0 0 533 
南関町 0 424 0 0 0 424 

補助制度等  

関係市町の負
担の考え方 

調査に要する費用の 8 割を、甲乙の人口按分で、また、2 割を系統キロ程按分で
負担する。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

調査実施案の検討   ●     

調査実施  ●    

公共交通見直しへの反映      

      
 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

路線バスにおける 
輸送人員の合計 

８９.６万人 
(Ｈ２８年)※ 

９１．１万人 
(Ｒ元年)※ 

８９.６万人 
(Ｒ３年)※ 

※数値は、当該年１０月１日から翌年９月３０日の値 
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２-３ 圏域内外の住民との交流及び移住の促進 

取組項目 ①移住定住の促進 

協定書の 

内容 

圏域への移住・定住を促進するため、連携して取組を行い、都市部等へ圏域の

魅力を情報発信する。 

 
 

事業名 
【番号 2‐3‐①‐1】 関係市町 

定住相談会の合同開催事業 ○ ○ ○ ○ 

事業概要 
圏域への人口流入を促進するため、東京等の主要な都市部での合
同ＰＲ・相談会を実施して移住定住の情報発信を行うとともに、
受入体制の充実に向けた取組を行う。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 

事業を企画調整し、乙と連携し、圏域全体の移住定住に関する情報
発信に取り組む。 

乙の役割 甲と連携し、圏域全体の移住定住に関する情報発信に取り組む。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

0 404 453 540 540 1,937 

 

玉名市 0 246 154 257 257 914 

玉東町 0 47 66 71 71 255 
和水町 0 58 163 134 134 489 
南関町 0 53 70 78 78 279 

補助制度等  

関係市町の負
担の考え方 

会場借上げ等の共通経費については、甲乙の人口按分で負担し、職員等の旅費な
ど個別の経費については甲乙がそれぞれ負担する。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

企画会議等実施 ● ● ● ● ● 

事業実施      

      

      

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

相談会を通じた 
移住者の組数 

０ 組 
(Ｈ２８年度) 

 １組 
(Ｒ元年度) 

４組(累計) 
(Ｒ３年度) 
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取組項目 ②空き家バンク制度等の圏域活用 

協定書の 

内容 

圏外からの移住・定住希望者の多様な居住環境の要望に迅速に対応するため

に、連携近隣自治体間で空き家情報等を共有した上で、希望者に情報提供する。 

 

 

事業名 
【番号 2‐3‐②‐1】 関係市町 

空き家バンク制度推進事業 ○ ○ ○ ○ 

事業概要 
すべての関係市町に空き家バンク＊制度を設ける。 
関係市町は、圏域の空き家バンク情報を共有し、移住希望者等へ
の情報提供を連携して行うとともに、相談体制を更に充実する。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 空き家バンク制度の充実及び事業の調整・実施 

乙の役割 空き家バンク制度の構築・充実及び甲が行う施策との連携 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

0 0 0 0 0 0 

 

玉名市 0 0 0 0 0 0 

玉東町 0 0 0 0 0 0 

和水町 0 0 0 0 0 0 
南関町 0 0 0 0 0 0 

補助制度等  

関係市町の負
担の考え方 

 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

ホームページの整備（関係市町
間で相互リンクの設定等） 

●     

空き家バンク情報の共同発信      

      

      

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

空き家バンク制度 
における成約件数 
(連携後の累計) 

０件※ 
(Ｈ２８年度) 

 ３６件 
(Ｒ元年度) 

３５件(累計) 
(Ｒ３年度) 

※連携前の甲乙それぞれの成約件数は含まない 

 

 

 

 用語説明 

空 き家 バンク 

自治体等が、所有者から空き家の登録を募り、移住希望者等に物件情報を提供する制度で、運用  

方法は、それぞれの自治体ごとに異なる。 
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２-４ 観光等の推進 

取組項目 ①着地型プログラムの形成 

協定書の 

内容 

圏域の豊かな交流資源の保全と活用を目指し、「着地型観光」のプログラムを

作成し、滞在時間の延長や宿泊者の増加など、観光客等の誘致を図る。 

 
 

事業名 
【番号 2‐4‐①‐1】 関係市町 

着地型プログラム＊の形成 ○ ○ ○ ○ 

事業概要 
圏域の豊かな交流資源の保全と活用を目指し、着地型観光のプ

ログラムを作成し、滞在時間の延長や宿泊者の増加など、観光客
等の誘致を図る。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 乙と連携して事業の調整及び窓口としての機能を担う。 

乙の役割 甲と連携・協力して事業を実施する。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

0 410,116 237,396 39,275 32,000 718,787 

 

玉名市 0 306,546 175,650 24,488 24,488 531,172 

玉東町 0 154 154 154 154 616 

和水町 0 102,726 61,414 14,455 7,180 185,775 
南関町 0 690 178 178 178 1,224 

補助制度等 地方創生推進交付金（上記概算事業費にこの交付金額は含まれていない。） 

関係市町の負
担の考え方 

甲が事務局経費 4,000 千円を負担、その他事務費 1,000 千円を甲乙で負担（均等
割 50%、人口割 50%）する。 
大河ドラマを基軸とした事業に要する経費は、甲乙それぞれで負担する。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

会議開催、プログラム決定      

予算案計上 ●     

事業実施      

フルマラソンコース等の選定       ●   

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

体験客数 
７,０００人 

(Ｈ２７年度) 
１５，１７２人 

(Ｒ元年度) 
８,０００人 
(Ｒ３年度) 

記念マラソン大会 
参加者数 

１，４００人 
（Ｈ２８年度） 

１，９０２人 
（Ｒ元年度） 

７，０００人 
（Ｒ３年度） 

 

 用語説明 

着 地 型 プログラム 

都会を中心とした出発地の旅行会社が企画し、参加者を目的地に連れていく従来の「発地型観光」に

対するもので、観光客を受け入れる地元が、その土地ならではの観光資源を基にした旅行商品や体験

プログラムを企画・運営する形態のこと。 

●「発地型観光＝マーケット側が主体の観光」  

●「着地型観光＝受け入れ側（地元）が主体の観光」 

実施 
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取組項目 ②スポーツ合宿等の共同誘致・開催 

協定書の 

内容 

圏外の趣味の範囲でスポーツ等競技を行う団体の合宿等の受入環境整備及び

誘致活動を行う。 

 
 

事業名 
【番号 2‐4‐②‐1】 関係市町 

スポーツ合宿等の共同誘致・開催 ○ ○ ○  

事業概要 
圏域外のスポーツ等競技を行う高校の部活や大学のサークルな
どの団体の合宿等に関し、受入環境整備及び誘致活動を行う。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 乙と連携して事業の調整及び窓口としての機能を担う。 

乙の役割 甲と連携・協力して事業を実施する。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

2,000 0 0 0 0 2,000 

 

玉名市 1,616 0 0 0 0 1,616 

玉東町 130 0 0 0 0 130 

和水町 254 0 0 0 0 254 
南関町       

補助制度等  

関係市町の負
担の考え方 

H29 年度に調査委託費 2,000 千円を計上し、関係市町の人口按分で負担する。 
H30 年度以降の事務局経費は、【番号 2-4-①-1】のなかで負担する。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

会議開催、受入態勢整備      

調査（補正予算→実施）・分析 ●     

予算案計上 ●     

事業実施      

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

合宿等の受入人数 
   ０人 

(Ｈ２８年度) 
   ０人 
(Ｒ元年度) 

のべ１,０００人 
(Ｒ３年度) 
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取組項目 ③物産館ネットワークの構築 

協定書の 

内容 

玉名地域の特産品の認知度向上や販路拡大につながる取組について、物産館間

における意見交換会等の開催を支援する。 

 

 

事業名 
【番号 2‐4‐③‐1】 関係市町 

物産館ネットワークの構築 ○  ○  

事業概要 
玉名地域の物産・特産品の認知度向上や販路拡大につながる取り
組みについて、物産館の意見交換会等の開催を支援する。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 乙と連携して事業の調整及び窓口としての機能を担う。 

乙の役割 甲と連携・協力して事業を実施する。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

0 600 0 0 0 未定 

 

玉名市 0 500 0 0 0 未定 

玉東町       
和水町  100 0 0 0 未定 

南関町       

補助制度等  

関係市町の負
担の考え方 

事務費（事務局経費、印刷製本費等）をプログラム内容等により分担する。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

会議開催      

予算案計上 ●     

事業実施      

      

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

販売額 
５０３百万円 

(Ｈ２８年度) 
４９４百万円 
(Ｒ元年度) 

５７１百万円 
(Ｒ３年度) 
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３ 圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野 

３-１ 圏域内における人材育成 

取組項目 ① 自治体職員合同研修会の実施 

協定書の 

内容 
圏域内自治体職員の資質向上を図るため、合同での職員研修を行う。 

 
 

事業名 
【番号 3‐1‐①‐1】 関係市町 

合同基礎研修事業 ○ ○ ○ ○ 

事業概要 職員の資質向上を図るため、基礎研修を合同で実施する。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 甲が企画した研修に乙の職員の参加の機会を提供する。 

乙の役割 甲が開催する研修に必要に応じ、職員を参加させる。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 計 

357 352 352 469 469 1,999 

 

玉名市 278 208 249 349 349 1,433 

玉東町 20 32 23 40 40 155 
和水町 37 80 57 40 40 254 

南関町 22 32 23 40 40 157 

補助制度等  

関係市町の負
担の考え方 

甲の研修委託料を参加人数で除した額（以下「1 人当たりの費用」という。）を乙
が参加費として負担する。ただし、1 人当たりの費用が 5,000 円を超える場合は、
5,000 円。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

接遇研修 ●     

中堅職員研修  ●    

部長・課長研修   ●   

甲の第4次研修計画策定後検討      

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

合同研修会の 
参加人数 

０人 
(Ｈ２８年度) 

のべ２８６人 
(Ｒ元年度) 

のべ４２０人 
(Ｒ３年度) 
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事業名 
【番号 3‐1‐①‐2】 関係市町 

合同専門職研修事業 
○ ○ ○ ○ 

事業概要 
専門職職員の資質向上を図るため、専門研修の実施に向けた検討
を行う。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 

専門職に必要な研修の調査・研究を行い、企画した研修に乙の職員
の参加の機会を提供する。 

乙の役割 
専門職に必要な研修の調査・研究を行い、甲が開催する研修に必要
に応じ、職員を参加させる。 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

0 0 0 0 未定 未定 

 

玉名市 0 0 0 0 未定 未定 

玉東町 0 0 0 0 未定 未定 
和水町 0 0 0 0 未定 未定 
南関町 0 0 0 0 未定 未定 

補助制度等  

関係市町の負
担の考え方 

甲の研修委託料を参加人数で除した額（以下「1 人当たりの費用」という。）を乙
が参加費として負担する。ただし、1 人当たりの費用が 5,000 円を超える場合は、
5,000 円。 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

調査・研究      

研修実施計画策定      

研修の実施      

      

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

合同専門研修の 
参加人数 

０人 
(Ｈ２８年度) 

のべ０人 
(Ｒ元年度) 

のべ４５人 
(Ｒ３年度) 
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３-２ その他 

取組項目 
①行政不服審査における審査請求に係る第三者機関の共同設置に向けた調査 

研究事業 

協定書の 

内容 

行政不服審査における審査請求に係る第三者機関の、将来的な共同設置に向け

た調査及び研究を行う。 

 
 

事業名 
【番号 3‐2‐①‐1】 関係市町 

行政不服審査法に係る第三者機関の共同設置調査研究事業 ○ ○ ○ ○ 

事業概要 

行政不服審査法＊第 81 条に規定する附属機関については、各市
町において設置しているところであるが、将来的に当該附属機関
を共同設置することにより、地方公共団体の執行機関を簡素化
し、経費の節減を図り、合理的な行政運営が図れるかについて調
査研究を行う。 

玉

名

市 

玉

東

町 

和

水

町 

南

関

町 

甲 乙 

役割分担 
甲の役割 

第三者機関の共同設置に向けて調査研究を行う。 
乙の役割 

概算事業費 
（千円） 

H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 計 

0 0 0 0 0 0 

 

玉名市 0 0 0 0 0 0 

玉東町 0 0 0 0 0 0 
和水町 0 0 0 0 0 0 

南関町 0 0 0 0 0 0 

補助制度等  

関係市町の負
担の考え方 

 

実
施
期
間 

取組内容 H２９年度 H３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

調査研究      

      

      

      

 

重要業績 
評価指標 

 
(ＫＰＩ) 

指標 
現状値 目標値 

(達成年度) (調査時点) (進捗調査時点) 

調査研究会議の実施 
０回 

(Ｈ２８年) 
 ０回 
(Ｒ元年) 

 ５回 
(Ｒ３年) 

 

用語説明 

行 政 不 服 審 査 法  

行政不服審査法とは、行政庁（国、県、市町村等）の違法又は不当な処分その他公権力の行使に  

当たる行為に関し、国民が簡易迅速かつ公正な手続の下で広く行政庁に対する不服申立てをすること

ができるための制度を定めた法律である。 

不服申立てに際しては、審理の公平性及び透明性を高めるため、処分に関与しない審理員が審理 

手続を行うとともに、決裁の客観性及び公平性を高めるために有識者からなる第三者機関が審査の 

チェックを行うものである。 
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７ 資料 

 

（１）玉名圏域定住自立圏形成の経緯 

●玉名市長が定住自立圏構想への取り組みを指示  平成 26 年 4 月 

●定住自立圏構想に関する検討会  平成 26 年 5 月～ 

市町の担当課職員で定住自立圏構想に沿って連携・協力できる取り組み内容を検討。 

●中心市宣言  平成 27 年 7 月 3 日 

平成 27 年第 3回定例会（6月議会）の閉会後、市長が中心市宣言を行う。 

●玉名圏域定住自立圏形成準備会議幹事会  平成 27 年 9 月～ 

協定内容の検討・調整等を行うため、関係市町の定住自立圏担当部課長で構成。必

要に応じて随時開催。 

●玉名圏域定住自立圏形成準備会議分科会 

①医療福祉、②子育て、③高齢福祉、④生涯学習、⑤農林水産、⑥防災、⑦商工観

光、⑧環境、⑨企画、⑩総務、⑪消費生活、⑫建設、の分野毎に「分科会」を設置し、

連携して取り組む事業を検討。 

●各市町議会において「協定の締結について」議決  平成 28 年 6 月～7 月 

●玉名圏域定住自立圏形成協定の締結  平成 28 年 8 月 8 日 

1 市 3 町で協定書の合同調印式を行い、協定書を締結。 

●第 1 回玉名圏域定住自立圏形成推進会議  平成 28 年 8 月 8 日 

●玉名圏域定住自立圏形成推進会議幹事会  平成 28 年 9 月～ 

共生ビジョンの検討・調整等を行うため、関係市町の定住自立圏担当部課長で構

成。必要に応じて随時開催。 

●玉名圏域定住自立圏形成推進会議分科会 

①医療福祉、②子育て、③高齢福祉、④生涯学習、⑤農林水産、⑥商工、⑦消費生

活、⑧建設、⑨企画、⑩観光、⑪総務、の分科会で、定住自立圏で取り組む具体的な

事業を検討。 

●第 1 回玉名圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会  平成 28 年 9 月 7 日 

●第 2 回玉名圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会  平成 29 年 1 月 18 日 

●第 3 回玉名圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会  平成 29 年 2 月 13 日 

●第 2 回玉名圏域定住自立圏形成推進会議  平成 29 年 3 月 21 日 

●玉名圏域定住自立圏共生ビジョン策定  平成 29 年 3 月 23 日 

●第 4 回玉名圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会  平成 30 年 3 月 13 日 

●第 3 回玉名圏域定住自立圏形成推進会議  平成 30 年 3 月 29 日 

●玉名圏域定住自立圏共生ビジョン改定  平成 30 年 3 月 31 日 
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●第 5 回玉名圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会  平成 30 年 10 月 29 日 

●第 4 回玉名圏域定住自立圏形成推進会議  平成 30 年 11 月 2 日 

●玉名圏域定住自立圏共生ビジョン改定  平成 30 年 11 月 2 日 

●第 6 回玉名圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会  平成 31 年 2 月 20 日 

●第 5 回玉名圏域定住自立圏形成推進会議  平成 31 年 3 月 19 日 

●玉名圏域定住自立圏共生ビジョン改定  平成 31 年 3 月 19 日 

●第 7 回玉名圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会  令和 2 年 2 月 17 日 

●第 6 回玉名圏域定住自立圏形成推進会議  令和 2 年 3 月 5 日 

●玉名圏域定住自立圏共生ビジョン改定  令和 2 年 3 月 5 日 
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（２）中心市宣言 

 

中心市宣言 
 

玉東町、南関町、長洲町、和水町及び玉名市からなる玉名圏域は、「１０世紀末頃か

ら、現在に近い形での地域分化が進んだ」という記述が『玉名市史・通史篇』に見受け

られます。この圏域は、古来より海・山・川の豊かな自然の恩恵を受け続け、暮らしや

すい環境に恵まれています。１４世紀初め頃には、本市の高瀬 津
みなと

が全国的な交通の港

としての機能を持つようになり、近世
きんせい

においては菊池川を利用した舟での物資輸送が

盛んに行われるようになったこともあり、玉名郡内の人の往来も活況を呈したようで

す。明治４年の廃藩置県から始まる地域の編成は、昭和、平成の各時代で繰り返され

ていますが、圏域内では今日にいたるまで、経済、教育、文化、スポーツ、住民生活な

ど、多くの分野で自治体枠を超えた交流が続いております。 

 

本市では、平成１７年１０月の１市３町による合併を経て、平成１９年に「信頼と 

勇気ある改革」の基本理念のもと「人と自然がひびきあう 県北の都 玉名」を将来

都市像とする「玉名市総合計画」を策定し、市民や事業所と行政による「協働のまち

づくり」を進めています。一方、圏域では、昭和４５年に市町村合併前の２市８町で

有明広域市町村圏協議会が設置されました。その後、圏域内の一部事務組合を複合化

し、平成６年に有明広域行政事務組合が設立されたことで、医療・福祉・消防・衛生な

ど幅広い分野で連携・協力の取り組みなど、強い結びつきがあります。 

 

今日、我が国では少子高齢社会が急速に進行している現状に加え、「人口が減少す

る。」という将来的な見通しがある中、圏域においても圏域外に人口が流出しないよう、

その地域的特色を活かしながら、子どもから高齢者まで安心して暮らせる地域をつく

ることが必要となってきます。各自治体の取り組みをより効果的なものとするには、

自治体同士の連携をより強化し補うことで、地域住民の暮らしにおいて不足する機能

を確保し、圏域全体の社会・経済活動の活性化に寄与する取り組みを行うことが不可

欠と考えます。 

 

今後の玉名圏域発展のために、本市が、「定住自立圏」を形成する中心的な役割を担

い、圏域自治体の力を結集し、都市機能や生活機能の充実を図ることをもって、圏域

住民の郷土愛を育む「いつまでも住みたいまちづくり」の実現を目指し、定住自立圏

構想における「中心市」として、率先垂範して取り組んでいくことを、ここに宣言し

ます。 

 

 
  平成２７年７月３日 

 

玉名市長 髙嵜 哲哉 
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（３）玉名圏域定住自立圏形成協定書 

① 玉名市と玉東町の協定書 
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② 玉名市と和水町の協定書 
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③ 玉名市と南関町の協定書 
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（４）玉名圏域定住自立圏形成推進会議規約 
 
 

玉名圏域定住自立圏形成推進会議規約 

 

   （名称） 

第１条 本会議は、玉名圏域定住自立圏形成推進会議（以下「推進会議」という。）とい

う。 

   （目的） 

第２条 推進会議は、玉名市、玉東町、和水町及び南関町（以下「構成市町」という。）

が定住自立圏構想推進要綱（平成２０年１２月２６日付け総行応第３９号総務事務次

官通知）における定住自立圏共生ビジョン（以下「共生ビジョン」という。）に基づく

事業の円滑な推進を図ることを目的とする。 

   （組織及び所掌事務） 

第３条 推進会議は、構成市町の市長及び町長を委員として組織する。 

２ 推進会議に会長を置き、玉名市長をもってこれに充てる。 

３ 推進会議の会長は、会務を総理し、推進会議を代表する。 

４ 推進会議は、次に掲げる事項について協議し、合意形成を図るものとする。 

⑴ 共生ビジョンに関すること。 

⑵ その他定住自立圏構想の推進に係る重要事項に関すること。 

   （会議） 

第４条 推進会議は、推進会議の会長が招集し、会議の議長となる。 

２ 推進会議の会長は、必要に応じ、委員以外の者の出席を求め、意見等を聴くことがで

きる。 

   （幹事会） 

第５条 推進会議に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、構成市町の広域行政を所掌する部長又は課長をもって構成する。 

３ 幹事会に会長を置き、玉名市企画経営部長をもってこれに充てる。 

４ 幹事会は、幹事会の会長が招集し、会議の議長は、幹事会の会長がこれにあたる。 

５ 幹事会は、次に掲げる事項について協議し、及び調整するものとする。 

⑴ 推進会議又は共生ビジョン懇談会に付議すべき事項に関すること。 

⑵ 推進会議からの指示事項又は共生ビジョン懇談会からの指摘事項に関すること。 

⑶ 共生ビジョンに基づく事業の執行に関すること。 

⑷ その他幹事会において必要と認めた事項 

６ 幹事会の会長は、必要に応じ、幹事会の構成員以外の者の出席を求め、意見等を聴く

ことができる。 

   （分科会） 

第６条 幹事会に分科会を置く。 

２ 分科会は、担任事項に関連する構成市町の職員をもって構成する。 

３ 分科会に会長を置き、分科会を構成する職員の互選により選任する。 

４ 分科会に副会長を置くことができる。 

５ 分科会は、担任事務について調査し、研究し、及び立案するものとする。 
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６ 分科会の会長は、必要に応じ、分科会の構成員以外の者の出席を求め、意見等を聴く

ことができる。 

   （事務局） 

第７条 推進会議、幹事会及び分科会の事務局は、玉名市に置く。 

   （その他） 

第８条 この規約に定めるもののほか、玉名圏域定住自立圏形成の推進に関する事務の

必要な事項は、別に定める。 

附 則 

   この規約は、平成２８年８月８日から施行する。 

 

 

（５）玉名圏域定住自立圏形成推進会議体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事務局：玉名市企画経営部企画経営課 

【役割】◆推進会議、幹事会、分科会及び共生ビジョン懇談会の運営 

玉名圏域定住自立圏形成推進会議 

【構成員】玉名市､玉東町､南関町､和水町４市町の首長 

【役割】◆定住自立圏共生ビジョンに関すること 

◆定住自立圏共生ビジョンの進行管理に関すること 

◆その他定住自立圏構想の推進に係る重要事項に関すること 

共生ビジョン懇談会 

分科会 

【構成】各想定連携分野に関連する４市町の担当課 

【役割】◆各分野の連携案について事業化・実施 

計１１分科会 

保健医療、子育て、高齢福祉、生涯学習、農林水産、消費生活、 

建設、企画、商工、観光、総務 

幹事会 

【構成員】４市町の定住自立圏構想担当部課の長 

【役割】◆定住自立圏構想共生ビジョンの検討・調整 

◆推進会議からの指示事項の調整・検討 

◆推進会議への報告 
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（６）玉名圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会委員名簿 
 

 
※ 任期：平成３０年１０月２９日から令和２年１０月２８日までの２年間 

※ 順不同 
 

 氏 名 所属、勤務先等 備考 

1 澤田 道夫 熊本県立大学総合管理学部  

2 島﨑 剛 社会福祉法人東翔会 総合ケアセンターたいめい苑  

3 浦田 誓夫 玉名郡市医師会  

4 宮本 章子 幼保連携型認定こども園 岱明幼稚園  

5 中川 貴士 玉名商工会議所  

6 柿添 克也 一般社団法人玉名観光協会  

7 原口 武士 玉名農業協同組合  

8 ＜欠員＞   

9 緒方 信也 産交バス株式会社 玉名営業所  

10 坂本 友春 玉東町人権擁護委員  

11 吉田 博喜 元玉東町総務課長  

12 中嶋 範子 社会福祉法人 玉東町社会福祉協議会  

13 平山 正光 和水町商工会  

14 上原 泰臣 ＪＡたまな青壮年部  

15 坂本 一恵 社会福祉法人 和水町社会福祉協議会  

16 立山 比呂志 南関町猟友会  

17 大木 千恵美 社会福祉法人 南関町社会福祉協議会  

18 塩塚 慶子 南関町民生委員  
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